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はじめに

　2020年３月，雇用年齢を70歳までとする努力義務

を制定する法律，「改正高年齢者等の雇用の安定等

に関する法律」（以下「改正高齢法」）が可決成立１し，

2021年４月から施行されている。「70歳」というイ

ンパクトが強く，法改正成立時には新聞，ニュース

等で大きく報じられた。

　わが国が高齢者雇用を考えていかなければならな

い理由に，少子高齢化，将来の労働力人口減少が挙

げられる。

　1989年の合計特殊出生率（以下「出生率」が1.57

まで低下し，「1.57ショック」２と名付けられた。翌

1990年には政府が出生率の低下を問題と認識３し，

1994年には「今後の子育て支援のための施策の基

今後の定年法制に関する一考察 
－2012年および2020年高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正から－ 

A Consideration on the legal regulatic of the retirement system for the future in Japan 
－The point at issue on revisions the Act on Stabilization of Employment of Elderly Persons in 2012 and 2020－

 丸　山　美　幸 

要約

先進国の多くが定年制は年齢差別にあたるとして禁じるなか，我が国で定年制が社会広範に認知され，法令

で認められている。定年制が社会的に認知されるゆえ，2021年３月に次のニュースが各メディアで報じられ

た。

「来月（2021年４月）から，70歳までの就業確保策の努力義務施行開始」である。少子高齢化は誰もが知る

ところであり，少子高齢化に伴う将来の労働力不足について皆衆目している。努力義務であるにせよ，就業年

限が70歳となる将来を多くの国民が意識することになった大きな契機である。

日本における定年制に関する法律は「高年者等の雇用の安定等に関する法律」（以下「高齢法」）で規定され

ている。この法律は1971年「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」を前身として，1986年に制定

された。70歳までの就業確保努力義務は，2020年の同法改正によって定められた。この法律による社会的影

響が大きな改正を振り返ると，2012年の改正高齢法によって65歳までの雇用確保義務を決めたときであろう。

2012年の改正高齢法では定年年齢は60歳のままで，65歳までの雇用確保を義務付けた法改正である。

65歳まで雇用確保義務，70歳までの就業確保措置努力義務，この２つの法改正を取り上げ今後の定年制につ

いて考察するものである。
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本的方向について」（エンゼルプラン）が策定され，

少子化対策を講じているものの，少子化に歯止めが

かかっていない。2005年には出生率が1.26まで低下

した。この後出生率は僅かながら上昇しているが，

2020年の出生数は過去最少の84万835人，出生率は

1.33である４。

　2021年の労働力人口は，２年連続減少の6667万

人５。2040年の労働力人口は，ゼロ成長・参加現状

シナリオでは5,460万人に減少すると見込まれてい

る６。

労働力人口に占める高齢者の割合は，1985年に

は5.0％であった。これが2013年に9.9％，2021年に

13.4％に至っている。今後総人口と生産年齢人口が

減少し，労働力人口に占める高齢者の割合は増加す

ることは避けられないであろう。

我が国では，年齢を理由として雇用契約を強制的

に終了できる「定年制」が存在する。他の先進諸国

では年齢差別にあたるとして，一部の仕事を除いて

定年制は禁じられている７が，高齢法によって，「定

年制」が認められる。

　高齢法第８条では，定年を定める場合は「60歳」

を下回ることができないと規定されている。定年年

齢は「60歳」なのである。しかし，同法第９条で高

年齢者確保措置として，65歳までの雇用を義務付

けている。これが2012年高齢法改正による定めであ

る。65歳までの安定した雇用確保措置として，①当

該定年の引上げ　②継続雇用制度の導入　③当該定

年定めの廃止，このいずれかを講じることが義務付

けられている。

　そして2021年４月に施行された，70歳までの雇

用確保努力義務が同法第10条に規定された。この内

容については後述する。70歳までの雇用確保努力

義務が法制化されても，我が国の定年年齢は「60歳」

であり「65歳」，「70歳」ではない。

2020年改正高齢法が可決成立した翌2021年，高

齢法が適用されない公務員は定年年齢を段階的に

65歳まで引き上げることが決定した８。国家公務

員，地方公務員とも現在の定年60歳を2023年度か

ら2031年度まで２年ごとに１歳ずつ定年年齢を引

き上げ，2031年度から原則定年年齢が65歳となる。

民間に先んじて公務員の定年年齢は65歳に引き上

げられることが決定した。

高齢法では70歳までの就業確保措置努力義務が

定められたが，定年年齢は「60歳」のままである。

１．高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

の変遷

　高齢になれば新たに仕事に就くことは困難と考え

られる。失業のリスクが高い高齢者に対して，政府

は高齢者雇用対策を講じてきた。我が国に限らず，

他国でも高齢者に対する雇用保護政策が講じられて

いる９。我が国が第二次世界大戦終結後（以下「戦

後」）から講じてきた高齢者雇用対策を確認してみ

る。

　戦後直後は失業問題がきわめて深刻であり，

1945年11月の復員及び失業者数の推計は1,342万人

で，これは全労働力の30～40％に当たる人数であっ

た10。このような状況下，1947年に制定された失業

保険法では，高年齢者に対する雇用政策の一環とし

て，失業給付の給付日数に勤続期間による差異が付

けられた。（柳澤 2016）なお，このときの中高年は

35歳以上である。

1960年，労働省による年齢構成に着目した本格

的な雇用情勢調査が行われ，通達（昭和36年職発第

181号）により中高年層の職業紹介が強化された。

（柳澤 2016）柳澤は，「この段階までは高齢者雇用

法制策の前史の段階」と定義付けている11。

　1966年，雇用に関して必要な施策を総合的に講ず

る目的として雇用対策法12が制定されると，職種ご

とに中高年労働者（当時は35歳以上）を一定の雇用

率となるよう努力義務を課した13。

1968年４月には，政府が「定年延長の促進につい

て」を発表し，定年延長を後押しすることを明確に

して，定年制の実態を「雇用管理調査」14として定

期的な調査が実施されることとなった。

1971年には現在の高齢法の前身である「中高年齢

者等の雇用の促進に関する特別措置法」が制定され

た。労働省令により中高年は45歳以上，高齢者は55

歳以上に改められ，政府は民間企業に，45歳以上の
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中高年労働者に対して職種ごとの一定の雇用率を確

保する努力義務を課した。

1974年の雇用対策法改正では，定年の引上げを

行った中小企業に対して定年延長助成金制度が導入

され，これ以降，高齢者雇用を促進するための多様

な助成金制度が設けられる基盤が作られた。（柳澤

2016）

　1986年４月30日，政府は「高年齢者の雇用就業対

策に関する総合的な法律に抜本改正する15」として

「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」

が，現在の「高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律」16に改正され，1986年10月１日に施行された。

定年制を直接規制対象とする法令はこれが最初であ

る。ここで60歳定年の努力義務化17が定められた。

1990年，65歳定年の努力義務化18が規定され，

1994年には60歳以上定年を義務化19 ，2000年には65

歳までの継続雇用と65歳定年を努力義務化20した。

　2004年，65 歳までの高年齢者雇用確保措置，現

高齢法の第９条高年齢者雇用確保措置に，定年の引

上げ，定年制の廃止，継続雇用制度の導入のいずれ

かの導入義務化が定められた21。しかし，義務規定

でありながら，労使の協定があれば，企業が対象労

働者の勤務成績等の基準を定めて継続雇用制度の対

象者を選定する制度を適法なものと規定したため，

65歳までの雇用義務化には至らなかった。65歳ま

での雇用義務22が実際に規定されたのは，2012年改

正高齢法である。

そして2020年の改正高齢法において，70歳まで

の就業機会確保措置の努力義務化が規定された23。

　戦後直後の高齢者雇用施策は中高年に失業給付を

手厚くする失業対策（柳澤 2016）であったが，現

在の高齢法における高齢者雇用施策も「高年齢者の

雇用就業対策に関する総合的な法律」として高齢者

の失業を防止する機能を担っている。高年齢労働者

に対する雇用施策は，その時代の社会情勢の変化に

対応しながら70年以上行われていることになる。

２．2012年改正高年齢者等の雇用の安定等に

関する法律

　前項において65歳までの雇用義務化は，2004年

改正高齢法で行われたことを述べた。65歳まで雇

用する方法は，定年の引上げ，定年制の廃止，継続

雇用制度の導入のいずれかを講ずると定められた。

しかし2004年改正高齢法では，65歳までの雇用が

事実上義務化されなかったのである。雇用確保措置

に雇用継続制度を用いた場合，労使協定によって継

続雇用する労働者を選別することが可能だったため

である。継続雇用が難しいと想定されるような基

準，「60歳定年までの全期間において，人事評価が

全て最高値の者」このような労使協定を締結するこ

とによって，事実上継続雇用をしない労働者を大多

数とすることを可能にしていた。

　厚生労働省が毎年従業員31人以上の企業等24に対

して実施する「高年齢者の雇用状況」の2012年６

月１日時点においての調査結果「平成24年（2012

年）高年齢者の雇用状況」では，65歳までの雇用

確保措置は全企業規模において，定年年齢引上げが

15.7％，定年制廃止が3.0％，継続雇用制度は81.2％

であった。65歳までの雇用確保義務が課され，８割

の企業が継続雇用を講じているが，雇用義務を実施

していない可能性がうかがえる義務規定であった。

この「高年齢者の雇用状況」では301人以上企業規

模と，300人以下の結果が表記されているが，301

人以上企業規模において継続雇用制度の導入割合

は，93.4％であった。この時期，継続雇用制度導入

企業においては，65歳までの雇用確保はなされて

いなかったと解するのが現実的であろう。

2012年に高齢法を改正しなければならなかった

大きな理由は，1994年と2001年に改正された厚生

年金法改正にある。1994年改正厚生年金法では，厚

生年金の定額部分を2001年度から2013年度にかけ

て３年ごとに１歳ずつ支給開始年利を60歳から65

歳に引き上げることが規定された（女子は５年遅

れ）。2001年の改正厚生年金法では，老齢厚生年金

「以下「厚生年金」）の報酬比例部分を2013年度から

2025年度にかけて３年毎ごとに１歳ずつ支給開始
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年齢を60歳から65歳へ引き上げることが規定され

た（女子は５年遅れ）。2013年４月から60歳では厚

生年金が受け取れないことが10年以上前に決めら

れていたのである。

　このころの社会情勢，雇用市況を振り返ると，

2008年に起きたリーマンショックによって有効求

人倍率は1.0を下回り，2013年までこの状況が続き，

2009年には0.47倍まで低下した25。失業率も同様に

悪化し，2009年の失業率は5.1％，翌2010年の失業

率も5.1％，2011年には東日本大震災があり，統計

結果もこの影響を除いて4.6％と発表されたが，前

２年よりも雇用情勢が労働者側に厳しかったことは

容易に想定できる。このような雇用情勢が悪化した

状況において，60歳以上労働者の雇用確保，定年の

引上げ等を講ずる必要に迫られていたのである。

　2012年改正高齢法の議論は，政府が厚生労働省に

2010年11月，学識経験者７人で構成する「今後の

高齢者雇用に関する研究会」（以下「研究会」）を設

置したときから公式に公開された形での開始と見て

いい26。研究会は，「希望者全員の65歳までの雇用

確保と年齢に関わりなく働ける環境の整備の検討」

を行った。翌2011年６月「今後の高年齢者の雇用

に関する研究会報告～生涯現役社会の実現に向けて

～」をまとめ，その後政労使での議論が行われたが，

この研究会の報告書は改正高齢法に寄与することと

なった。

　2011年５月，労働側代表格の連合は，希望者全員

の「協約化」を求めた。具体的には「雇用と年金を

確実に接続させるため，高齢法で定める三つの雇用

確保措置（65歳以上の定年年齢引き上げ，継続雇用

制度の導入，定年の定めの廃止）のいずれかを導入

する。」これを表明した。

　2011年６月，研究会が取りまとめた報告書では，

「ただちに法定定年年齢を65歳とすることは困難」

としつつ，当面の施策としては「希望者全員の65歳

までの継続雇用」を掲げ，対象者選定基準制度は廃

止すべきと明記した27。さらに，「勧告を行っても

雇用確保措置を講じない場合に企業名の公表も検討

すべき」28とした。

　2011年７月，使用者側代表格の日本経済団体連合

会（以下「経団連」）は，2011年６月に公表された

研究会報告に対応する形として「今後の高齢者雇用

のあり方について」を発表した。研究会報告書で示

された雇用と年金の接続を「企業の社会的責務」29

と述べていたことに対して，「企業だけに責任を押

し付けている，あくまでも社会全体の負担にすべ

き」と意見表明30した。

2011年９月から労働政策審議会　雇用対策基本

問題部会の審議が始まり，翌2012年１月に建議31が

行われた。建議は研究会報告に沿って「雇用と年金

を確実に接続させるため，現行の継続雇用制度の対

象となる高年齢者に係る基準は廃止することが適当

である」という結論に達しているが，いくつかの附

帯的な記述がなされている。一つはその際，就業規

則における解雇事由又は退職事由（年齢に係るもの

を除く）に該当する者について継続雇用の対象外と

することもできるとすることが適当である（この場

合，客観的合理性・社会的相当性が求められると考

えられる）」という記述32である。ここで法上文案

に継続雇用の対象外を詳細に明記したことは，使用

者側への配慮であった33。

　しかし，使用者側は定年後継続雇用の基準廃止へ

の反発が収まらず，経団連は「建議を引続き当該基

準制度で維持する必要がある」，「新しい基準制度を

認めるべき」と使用者側の意見を付記した反対意見

を表明した34。

そのため雇用と年金の接続を「企業の社会的責

務」とするような，年金（報酬比例部分）の支給開

始年齢の引上げスケジュールに従って段階的に基準

を廃止していく妥協案で決着した。また，経団連が

意見書で強く求めていた転籍先の拡大が示され，事

業主が雇用確保の責任を果たしたと言える範囲に，

同一親会社の複数の子会社間，子会社に当たらない

関連会社にも拡大することは盛り込まれた。雇用確

保措置を講じない場合の企業に対する指導は，企業

名公表35で妥結した。

2012年高齢法改正では継続雇用における労使協

定による選別を禁じ，希望する労働者を65歳までの

継続雇用することが義務付けられた。ただし，先に

述べた「厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢
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の引上げスケジュールに従って段階的に基準を廃止

していく妥協案」として，厚生年金の報酬比例部分

の支給開始年齢に合わせて，2016年３月31日まで

は61歳，2019年３月31日までは62歳，2022年３月

31日までは63歳，2025年３月31日までは64歳を雇

用確保の上限年齢とすることが経過措置36として定

められた（図表１）。継続雇用の上限年齢を超える

部分については，労使協定にて継続雇用対象労働者

の選別要件を定めることは可とされた37。

政府は，厚生年金の支給開始が61歳に引き上げら

れることに伴い，無年金者，失業者を生まないため

に，使用者側に労働者の雇用確保を要請した。当時

の社会情勢は高い失業率，低い有効求人倍率から雇

用機会の拡大を図るのには難しい状況にあり，使用

者側は大きく反発した。しかし無年金者，失業者を

生まないために雇用確保義務を企業に課すことを法

制化した。

　定年年齢「60歳」の法令は変更せず，65歳までの

雇用を義務化する2012年改正高齢法であるが，事実

上65歳までの雇用を義務付けられる使用者側から

は，大きな反発があった。法改正を議論していた時

期の経済情勢も，この法改正が容易に可決成立に至

らなかった要因と言えよう。公的年金と高齢者雇用

施策の繋がりを現実問題として誰もが認識する，大

きな改正であった。

2012年改正高齢法について独立行政法人労働政

策研究・研修機構（以下「JILPT」）が行った研究

結果『70歳就業時代の展望と課題』（2022）（労働政

策研究報告書№211）のなかで，「2021年改正高齢

法が行われなかった場合に比べて，60～64歳の常

用労働者数が2012年からの７年間で１企業当たり

約2.7人，64歳までの全常用労働者に占める比率が

約0.8％増加したことが判明し，１年以上（見込み

を含む）且つ所定労働時間が１週間で20時間以上と

いう，短期間でも短時間でもない常用労働者の雇用

が着実に増えている点が明らかとなった」と報告し

ている。（JILPT 2022 P.40）JILPTの研究から，2013

年４月から失業者を生まないという政府目標が一定

程度達成したと言えよう。

2012年改正高齢法の議論のなかで，使用者側が

「雇用の責任を企業に押しつけた」と意見表明した

が，この法改正の決着は致し方なかったのではない

だろうか。

我が国では職務経験を持たずに新規学卒で就業

し，その企業で勤め続ける内部労働市場施策が労働

政策の中心に置かれている。現在，JILPTで労働政

（図表１）老齢厚生年金の支給開始年齢と継続雇用年齢の経過措置

出典）厚生労働省（2012）「高年齢者雇用安定法Ｑ＆Ａ（高年齢者雇用確保措置関係）」
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策研究所長を務める濱口桂一郎は，「歴史に学ぶ高

齢者雇用」（『エルダー』2021年５月号）のなかで，

2012年改正高齢法について，2000年改正高齢法の

65歳までの雇用努力義務と，2001年改正雇用対策

法で制定された年齢差別規定についてふれ，「外部

労働市場型の高齢者雇用政策に進化している第一歩

となり得たかもしれないが，その後は依然として

（外部労働市場政策は）裏道であり続けた」と評価

しているとおり，内部労働市場，結果として定年前

に就労している企業での雇用維持施策とならざるを

得なかったと思料する。

３．2020年改正高年齢者等の雇用の安定等に

関する法律ならびに関連法改正

　2012年高齢法改正から８年，高齢法は再度大きな

改正を行った。2020年３月31日，70歳までの就業

を努力義務とする改正高年齢者雇用安定法（令和２

年３月31日法律第14号　以下「2020年改正高齢法」）

が可決成立した。一言で述べれば，70歳までの就業

機会確保努力義務を規定したものである。2012年

改正高齢法と大きく異なるのは，2012年改正高齢

法は「65歳までの雇用確保義務」義務規定であるの

に対し，2020年改正高齢法は「70歳までの就業機

会の確保のために事業主が講ずるべき措置（努力義

務）等について」努力義務規定である。「就業機会

の確保」とあるのは，雇用以外の就労形態を含めた

からである。

この法律施行は翌2021年４月１日であるが，「70

歳」というインパクトが大きく，この法律改正が決

まったときは新聞，テレビ，インターネット等のメ

ディアで大きく報道され，多くの国民の衆目を集め

た。

　2021年４月から施行されている2020年改正高齢

法では，65歳までの雇用確保に加えて70歳までの

就業確保措置の努力義務として，以下のいずれかを

講ずるとする。

　①70歳までの定年引上げ

　②定年制の廃止

　③ 70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延

（図表２）公的年金の受給開始年齢の選択肢拡大

出典 ）年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の概要改正の趣旨 （令和２年法律第40号，令和２
年６月５日公布）P７
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長制度）の導入

　　 （特殊関係事業主に加えて，他の事業主による

ものを含む）

　④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制

度の導入

　⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制

度の導入

　　ａ．事業主が自ら実施する社会貢献事業

　　ｂ ．事業主が委託，出資（資金提供）等する団

体が行う社会貢献事業

　2020年改正高齢法では，以下の３点が改正のポイ

ントであると考える。

　① 自社と資本関係等のない他社での継続雇用も適

用範囲に含めた。（上記③）

　② 雇用以外の方法（業務委託）も適用範囲に含め

た。（上記④）

　③ 創業支援等措置を導入（要労使協定）して社会

貢献活動に従事する選択肢を含めた。上記⑤）

　2020年改正高齢法可決成立の経緯はどうだった

のか。そのシナリオは2018年６月４日に開催され

た第17回未来投資戦略会議「未来投資戦略2018（素

案）」（以下「素案」）に描かれている38。高齢者雇

用政策において，二段階において就業確保努力義務

から義務化を計画している。第一段階の法改正で

は，65歳以降の就業の選択を７つ示した。以下の内

容が法改正で可決成立に至る素案である。

　①定年廃止

②70歳までの定年延長

③継続雇用導入

④他の企業への再就職の実現

⑤人とのフリーランス契約への資金提供

⑥個人の起業支援

⑦個人の社会貢献活動への資金提供

2020年改正高齢法では，ほぼ素案のとおり法改

正に至っている。素案では，第一段階については，

これらの就業機会確保の努力義務規定とする。ま

た，必要があると認める場合は，厚生労働大臣が事

業主に対して，個別各社労使で計画を策定するよう

求め，計画策定については履行確保を求めるものと

した39。成長戦略実行計画では，第二段階について

も明記されている。第一段階の実態の進捗を踏まえ

て，第二段階として，現行法のような企業名公表に

よる担保，所謂義務化のための法改正を検討する。

その際は，かつての立法例のように，健康状態が良

くない，出勤率が低いなどで労使が合意した場合に

ついて，適用除外規定を設けることについて検討す

る40。2020年の高齢法改正は70歳就業義務化の前段

階であることを表明している。

　2020年高齢法改正が将来義務規定になるとされ

ているなかで，2012年改正高齢法のときとは異な

り政労使での激しい論戦はみられなかった。筆者は

次の理由を挙げる。

　①義務規定と努力義務規定の拘束力の違い

　②労働市況と経済情勢の違い

　義務規定では義務違反の罰則がない場合でも義務

違反の責任を問われる定めがなされており，義務違

反によって損害を被った労働者から損害賠償請求を

受ける可能性が高い。また義務違反の事実は損害賠

償請求において，重要視される。努力義務は罰則が

なく，違反した場合の責任の重さが，義務規定と努

力義務規定では大きく異なる。

2020年改正高齢法における対応について，帝国

データバンクが2021年２月２月中旬～下旬に行っ

た「雇用動向に関する企業の意識調査」41で70歳ま

での就業機会確保の対応予定をたずねた。「（現段階

で）対応は考えていない」32.4％が最多。「分から

ない」14.9％と合わせると，半数近くの企業が対応

を決めかねている結果を示した。努力義務規定ゆえ

の対応の状況であると思料する。

　この時期の労働市況と経済情勢を確認すると，

2010年には5.1％に達した失業率が2018年，2019

年はともに2.4％まで大幅に低下した。有効求人倍

率も，2010年には1.0倍を大きく割り込む0.52倍で

あったが，2018年は1.61倍，2019年は1.60倍まで回

復した。2012年11月から2018年３月は内閣府が示

す景気動向指数の第16循環の好景気時期にあたる，

好景気下にあった。

　2020年改正高齢法は，未来投資会議42のなかで議

論された。未来投資会議では幅広い分野のなかの一

テーマであり，法改正に至る過程で2012年改正高
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齢法とは進め方，会議の開催頻度においても相違が

あった。

先述のとおり，2012年改正高齢法は10年以上前

に決定していた厚生年金の支給開始年齢が引上げら

れることに伴い，定年法制を変える必要があった。

2020年改正高齢法は高齢法そのものの改正よりも

関係法令改正が中心とも言えるような法改正がなさ

れている。

関連法改正の一つは，70歳までの就業確保を示

したことによる年金法改正43である。（以下「2020

年改正年金法」）44。2020年改正高齢法に伴う2020年

改正年金法の一部が，年金受給開始年齢の選択肢拡

大，繰下げ年齢の上限年齢引上げである。繰下げ年

齢の上限を70歳から75歳に引き上げることが決定

した45。繰下げ年齢の引上げだけでなく，2022年４

月以降60歳に達する者を対象に，繰上げ支給に対す

る減額率が0.5％から0.4％に変更された46。

2020年改正年金法で注目する改正は，働きながら

年金を受給する在職老齢年金について見直しが行わ

れた。

　在職老齢年金は，在職中の賃金によって支給され

る厚生年金額が調整される制度である。60歳～64

歳を「低在老」，65歳以上を「高在老」として支給

基準が分かれている。この改正の目的は，「制度を

分かりやすくすること」，「2030年度まで年金支給開

始年齢の引上げが続く女性の就労を支援する」47と

ある。低在老においては，賃金と支給される厚生年

金の合計額が28万円に達すると厚生年金の支給が

停止される。高在老においては，この基準金額が47

万円で設定されている。2020年改正年金法におい

て，2022年４月から低在老，高在老ともこの基準金

額を47万円とすることに改定された。（図表３）こ

の改定は低在老世代，65歳未満の就労している高

齢労働者にとっては歓迎できるものであろう。また

人手を必要とする使用者側にとっては，その解消の

一助になり得る施策であり，政府が勧める高齢者就

（図表３）在職老齢年金制度の見直し

出典）日本年金機構（2022）「令和４年４月から年金制度が改正されました」ぺージID：140010010-478-141-859
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労支援施策の一つと考える。年金財源の支出増では

あるが，男性は2025年度まで，女性は2030年度ま

での経過措置であるため，財政影響は極めて軽微と

表明している48。具体的には，低在老約26万人が対

象で支給額は約1600億円である49。

　関係法令改正のもう一つが，雇用保険法である。

雇用保険における「高年齢雇用継続基本給付金」の

改定である。高年齢雇用継続基本給付金は，雇用保

険の被保険者期間が５年以上ある60歳以上65歳未

満の一般被保険者（労働者）が，60歳以降の賃金が

60歳時点に比べて原則75％未満で働き続ける場合

に支給される。支給額は，60歳以降の各月の賃金の

15％である（受取る賃金額の上限設定あり）。2025

年４月１日以降60歳になる労働者は，この支給率が

各月の賃金の10％に低下する（施行は2025年４月）

（図表４）。高年齢雇用継続基本給付金の支給が低減

することで，就労を促す意図がみえる。

　2019年12月25日に開催された第138回労働政策審

議会職業安定分科会　雇用保険部会報告において，

「令和６年度までは現状を維持したうえで，65歳未

満の継続雇用制度の経過措置が終了する令和７年度

から新たに60歳となる高年齢労働者への同給付率

を半分程度に縮小することが適当」と表明50してお

り，これを反映した高年齢雇用継続基本給付の改定

がなされたのである。

　2012年改正高齢法では，先に変更した厚生年金

法の対応に合わせた高齢法の改正が主であるのに対

し，2020年改正高齢法は，次段階の70歳までの就業

機会確保義務の布石にあたる関連法制の改定に重み

が置かれたと筆者は思料する。

2020年改正高齢法を議論している時期の経済情

勢が良好であったことは，この法改正の成立が2012

年改正高齢法と比較して容易に成立した要因に挙げ

られる。

2020年法改正の基と言える「未来投資戦略2018」

では，第一段階を70歳努力義務，第二段階は義務化

に格上げ」を明言51している。この表明のとおりで

あれば，70歳までの就業機会確保が義務化される

（図表４）雇用保険高年齢雇用継続給付の見直し

出典）厚生労働省（2020）「高年齢雇用継続給付の見直し（雇用保険法関係）」P１
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ことになる。

JILPTの研究結において，「70歳までの就業機会

の確保を義務化した場合も，企業は65歳の雇用義務

化時（2012年改正高齢法）と同様の行動を採ること

が予想される。2010年代には運輸業や対人サービ

ス業といった産業，あるいは小規模企業や労働組合

が組織されていない企業で65歳以上の雇用がかな

り増加している。つまり需要に対して労働力の供給

が不足している企業が，年金だけでは十分な生活が

賄えない一定数の高年齢者を雇用した結果，既に65

歳以上の就業はある程度伸びていると思われる。そ

の上で法改正によって70歳までの就業確保を義務

化すれば，金融業等や中堅・大企業，組合が組織化

されている企業が，何らかの方法で65歳以降の継続

雇用を図る体制を整備することもあるだろう。ただ

し，市場全体の影響を測る際は，世代効果と影響を

受ける企業の数に留意する必要がある。65歳まで

の義務化時と違い，団塊世代は既に70歳を超えてい

るので，継続雇用にかかる人件費総額が低く見込ま

れるとすれば，企業にとって導入の障壁は低いと考

えられる。しかし他方で，70歳まで希望すれば働け

る企業は2019年の段階で全体の１割ほどのため，相

当の数の企業が継続雇用等に伴う賃金・人事制度の

見直しを迫られることも予想される。」（JILPT 2022 

P127）第二段階の70歳までの就業企画確保義務化

について，2012年改正高齢法で起きた企業側の反

発の予想，70歳までの就業機会確保措置が制定さ

れれば，そのために多くの企業が賃金・人事制度の

見直しの必要性を指摘している。

４．定年施策の現状

　現在の義務規定である高齢法第９条に定める雇用

確保措置（定年制廃止，定年引上げ，継続雇用制度）

はどのような状況か。厚生労働省の「令和３年　高

年齢者の雇用状況」集計結果52（令和４年６月24日

公表）から確認する。（図表５）

　高齢法の義務規定遵守企業は99.7％。雇用確保義

務の実施内容は企業規模全体で，

①定年制の廃止は9,190社（4.0％）

②定年の引上げは55,797社（24.1％）

③継続雇用制度の導入は166,415社（71.9％）

である。（図表５）

　定年引上げ措置は21～30人規模では28.1％の企

業が実施しているのに対して，301人以上規模では

14.4％であり，小規模企業の約半数にとどまる。継

続雇用制度措置は21～30人規模で65.2％が実施して

いるのに対し，301人以上では85.0％が実施してい

（図表５）雇用確保措置

出典）厚生労働省（2022）「令和３年　高年齢者の雇用状況等報告」P12　表３-１
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る。

　企業全体の高齢者雇用義務施策では継続雇用が７

割以上を占め，圧倒的多数ではある。なかでも大企

業は小企業規模企業に比べて約20ポイント高い。定

年制廃止，定年引上げ施策は，小規模企業に導入割

合が高い。定年制廃止は，全企業規模で実施割合が

低い。定年引上げは小規模企業では，４社に１社以

上が65歳以上定年を実施しているのに対して，大企

業ではこの実施割合が約７社に１社となる。

　2020年改正高齢法に伴い，70歳までの就業機会

確保状況をたずねている（図表６）。70歳までの就

業確保措置実施済み企業は59,377社（25.6％）で，

中小企業では26.2％，大企業では17.8％である。実

施施策の内訳は以下のとおりである。

①定年制の廃止は9,190社（4.0％）

②定年の引上げは4,306社（1.9％）

③継続雇用制度の導入は45,802社（19.7％）

④ 創業支援等措置の導入は79社（0.1％）（図表６）

⑤就業確保措置相当の措置実施は3,936社（1.7％）

　70歳基準でみると，定年引上げよりも定年制廃止

が上回る。70歳までの就業確保においても，最も多

く導入されているのが継続雇用制度である。創業支

援等措置の導入は2020年改正高齢法で定められた

措置で，導入企業数は僅少である。

雇用確保措置と同様に，70歳までの就業確保に

ついても大企業より中小企業規模の方が先んじてい

る。

　中小規模企業において雇用確保措置の定年延長が

進んでいるのは，独立行政法人高齢・障害・求職者

支援機構（以下「JEED」）が実施した調査結果53か

らも同様であった。（図表７）

301人以上企業規模の定年延長は3.6％，中小規模

企業では96.2％に達する。JEEDの調査結果では定

年延長した企業の業種と職種をたずねている。建

設，医療福祉，サービス業の専門・技術職の定年延

長割合が高い54。JEEDの調査結果では，事務職の割

合が少ない業種，専門，現業，サービス職の割合が

高い企業で定年延長が実施されている。（図表７）

　現在我が国の労働者6,667万人のうち，事務従事

者（事務職）が1,378万人の20.7％55で最多である。

2022年度第一四半期における事務的職業の有効求

人倍率は，0.395倍56である。事務的職業のなかでも

運輸交通関係の事務職等人手不足業種における事務

職の有効求人倍率は高く，一括りに事務職の求人受

給を買手市場とは言い難い面がある。求人職種の受

給バランスを見た場合，従事する労働者が多い事務

（図表６）70歳までの就業機会確保措置

出典）厚生労働省（2022）「令和３年　高年齢者の雇用状況等報告」P14　表５-１
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職に対して，高齢労働者に雇用の場を確保する困難

さは容易に想定できる。

　高齢労働者の実態はどうか。日経コンサルティン

グが行った調査57では，定年後に就業したのは定年

前と同じ会社が65.3％で最多。定年前と異なる会社

が約３割，フリーランス・自営と定年前勤務先子会

社等がそれぞれ約１割。

　定年後に働く理由（複数回答）は「自分や家族の

生活資金のため」が61.6％で最多。次いで「社会貢

献，社会とのつながりを持ちたい」48.9％，「趣味

娯楽資金のため」33.1％。

　定年後に働く上での不安は「給料や処遇の低下」

46.7％，「体力の衰え」43.5％，「記憶量や学習能力

の衰え」34.8％，が回答の多い順である（これも複

（図表８）定年延長にあたっての課題

出典）高齢・障害・求職者支援機構（2018）「定年延長　本当のところ」P36　図３-10

（図表７）定年延長企業の業種・職種

出典）高齢・障害・求職者支援機構（2018）「定年延長　本当のところ」P16　図３-10
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数回答）。高齢労働者が回答した定年後に働く不安

の理由に①「給料や処遇の低下」　②「体力の衰え」 

③「記憶量や学習能力の衰え」を挙げた。JEEDの

調査で「定年延長にあたっての課題（複数回答）」

を企業にたずねた結果，「高齢社員の賃金の設定」

30.9％，「高齢社員の健康管理支援」24.7％が上位回

答で出されており，高齢労働者の不安事項と定年延

長の課題が双方で同様に高い値で挙げられている。

（図表８）賃金，処遇という経済面，体力という健

康管理面，この２点は企業が高齢者施策を考える上

で大きな要素であることは間違いなさそうである。

　「いつまで働くか」の問いに対しては，65～69歳

が38.4％で最多。次いで70歳以上働きたいが37.0％

に上る。

この調査結果の最多回答を端的に述べると，「定

年後の処遇は，定年前と同水準で働いて業務量も定

年前とほぼ変わらない，しかし年収は低下した状態

になる。」

　2020年改正高齢法の70歳までの就業機会確保措

置の努力義務は，70歳以上働きたいとする高齢労

働者の要望には合致するものではある。

５．今後の定年制を思索する

　厚生年金支給開始年齢引上げに伴う2012年高齢

法改正は，定年施策を論じるために政府が研究会を

組織し，劣悪な労働市況にあるなか，労使が激しい

議論を展開しながら，2013年度に大量の失業者，無

年金者を発生することのないよう義務規定の定年法

制を可決成立した。

今後の少子高齢化の伸展，労働力不足等を視野に

入れて高齢者雇用の義務化を図る第一段階としての

2020年高齢法改正。この改正は努力義務規定である

が，2018年の第17回未来投資戦略会議では，「第一

段階は努力義務規定，第二段階で義務規定にする」

ことを明言しており，第二段階を想定して第一段階

の2020年改正高齢法に合わせて年金法，雇用保険法

を改正し，70歳までの就業を確保，促進する改定施

策であることが理解できる。

　現時点での政府のメッセージは，高齢法の目的に

も示している「働く意欲がある高年齢者がその能力

を十分に発揮できる」，要は高齢者が働くことを推

奨している。しかし現在最も講じられている高齢者

雇用は，定年は60際，一旦定年で区切りをつけて継

続雇用である。（図表５）定年で雇用が一旦終了す

るため，継続雇用後の処遇，条件の変更，引下げは

認められる。中小企業で約４割，大企業で約５割が

処遇を変更，実際は給与の低下を講じているのであ

る58。まずは65歳定年年齢とすべきではないか。

　前項で述べた「定年後の処遇は，定年前と同水

準で働いて業務量も定年前とほぼ変わらない，し

かし年収は低下した状態になる。」これでは高齢労

働者の勤労意欲，モチベーションを維持するのが困

難であろう。定年年齢引上げ，定年延長を決定した

理由に「高齢労働者のモチベーション向上」を挙げ

る企業は多い59。2013年に定年延長を決定したサン

トリー，ダイワハウス工業，ＹＫＫも定年延長の理

由の一つに労働者のモチベーション向上を挙げてい

る60。高齢労働者のモチベーションが低下すれば現

役世代労働者のモチベーションにも影響し，全体の

モチベーションが低下すれば企業全体の生産性に影

響を及ぼす可能性がある。

　民間企業に限らず公務においても勤労意欲，モチ

ベーションに係る指摘がなされている。

公務員の定年延長に関する平成30年度意見申出

において，現在公務員に講じられている60歳以降の

雇用確保策である再任用制度の不備，定年引上げ理

由として次の申出がなされた。「再任用職員がその

能力及び経験を十分にいかしきれていないため，こ

のまま再任用職員の割合が高まると職員の士気の低

下等により，公務能率の低下が懸念される」と指摘，

「高い行政サービスを維持していくために，60歳前

と同様に本格的に活用することが不可欠」として定

年引上げの必要性を強調している61。

　法律が60歳定年年齢としているため，労働者の価

値がここで大きく変わる。厚生労働省の2021年賃

金構造基本統計調査では，月収のピークが男性で55

～59歳で約41万3600円，女性が50～54歳で約27万

7900円。これが60～64歳になると，男性の平均月

収は31万8100円，女性の平均月収は約23万4400円
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に下がる。男性で約25％，女性で約16％低下する結

果が出されている。

　65歳定年制義務化とした場合，政府は税収，社会

保険料収入の増加，医療費の減少効果に期待するだ

ろう。社会的な課題として，若年者の雇用確保は懸

念点と考えられる。使用者側にとっては，労働力な

らびに熟練スキルや技能，ノウハウを労働者が65歳

になるまで留めておくことができる。懸念点として

は定年年齢引上げに伴う人件費等の増額，組織の高

齢化，若年労働者の確保，高齢労働者の健康管理が

考えられる。労働者にとっては，長寿に向けて経済

力を高められること，65歳まで必要とされる他者

承認が得られることが考えられる。懸念点としては

長期間就業する健康管理，学びの必要があるかもし

れない。

2025年度から男子の厚生年金支給は65歳からに

引き上げられることが決定している。（女子は５年

遅れ）現在70歳までの就業確保措置努力義務が法制

化され，これを義務化することを政府は表明してい

るが，定年年齢そのものについては述べられていな

い。現在の定年法制は，「定年は60歳で良い，ただ

し再雇用等をして65歳まで雇用しなければならな

い」という，おそらく他国では例のない法制度であ

り，まずは65歳定年年齢を法制化することが必要と

考える。

公的年金の支給開始年齢を変更する際に要した期

間は，60歳から65歳に引き上げるのに2001年度か

ら2013年度の12年間，この前に55歳から60歳に引

き上げるのにも1987年度から2000年度の13年間要

している。それぞれの改正とも，段階的に支給開始

年齢を引き上げながら支給開始年齢の引上げを完了

した。2020年改正高齢法に関連して老齢厚生年金

の支給開始年齢の繰下げ年齢を75歳までとする改

正は行われたが，老齢厚生年金そのものの支給開始

年齢を引き上げるには，過去の法改正同様に12年程

度の年月は必要であろう。2025年度に老齢厚生年

金の支給開始年齢を引上げる議論がなされる可能性

はあるが，数年後に年金の支給開始年齢を70歳とす

るという可能性は極めて低いのではないだろうか。

しかし，2025年度厚生年金の支給開始年齢が65

歳となるタイミングで，2025年度から10年程度の

ちの時期から，厚生年金の支給開始年齢を70歳とす

る法改正の可能性は否定できない。

2012年改正高齢法では，定年年齢を60歳のままと

したが，65歳までの雇用確保を義務化する厚生年

金の支給開始年齢と定年年齢が揃ったのは公務員で

ある。

公務員は定年引上げが実現した。2020年改正高

齢法成立の翌2021年６月４日，国家公務員の定年年

齢を65歳へ引き上げる改正国家公務員法62が可決成

立した。現在の定年60歳を2023年度から2031年度ま

で２年ごとに１歳ずつ定年年齢を引き上げ，2031

年度から原則定年年齢が65歳となる。この法改正で

は，原則60歳で役職定年制を導入，短時間勤務選択

を可とする，60歳以降の給与は当面直近給与の７

割程度，2031年度までに給与制度を改定すると公

表している。

公務員は定年後の再任用（高齢法の継続雇用制度

に相当）制度から定年引上げに変わった。民間企業

が65歳定年を法制化する場合，2012年改正高齢法

の議論で使用者側の反発が大きかったことから再び

大きな議論となることが予想される。しかし公的年

金の受給開始年齢と定年年齢は同じであるべきで，

高齢法で定める定年年齢は60歳で65歳までは雇用

義務とする法制度は公務員と比べて不均衡と言わざ

るをえない。

定年年齢を考える際に，中小企業に注目してほし

い。前項で述べた高齢者雇用政策で定年延長を講じ

ているのは，中小企業である。（図表５，図表６）

中小企業の定年延長理由は，「人手の確保」が第一

に挙げられている63。その人材が留まることで事業

運営がなされる中小企業も多いゆえ，定年延長施策

が講じられていることが考えられる。現状では，大

企業よりも中小企業が定年延長施策でリードしてい

る結果となっている。これらを勘案すると，65歳

定年年齢の法制化を実現するには，大企業が組織す

る経済団体が法案に声高に反論することが想定され

る。労働関連法規では例がないかもしれないが，先

に中小企業に対して，65歳定年年齢を義務付ける

ことを提唱する。中小企業が65歳定年を義務付けら
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れれば，人手不足の中小企業へ人材異動が起こる可

能性も期待できる。

2012年改正高齢法で65歳までの雇用確保が義務

化されて９年経過したが，定年廃止を施行している

企業は少ない64。高齢労働者の雇用確保措置として

は，継続雇用から定年引上げに移行する推移が確認

できる65。2012年改正高齢法を議論している時期及

び法案成立した時期には，有識者と評論家が定年制

廃止を論じている報道をたびたび目にしていた。し

かし，定年廃止を講じる企業は９年を経ても僅少で

ある（図表５）。定年制は年齢を理由とする雇用関

係の終了，強制解雇機能がある反面，雇用維持機能

もある。我が国で定着している新卒採用のしくみを

維持できるのも，定年制の存在が挙げられる。定年

制は公的年金の受給開始年齢と連動すべきであり，

65歳定年法制の実現を，中小企業から課していくべ

きではないだろうか。
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35　労働政策審議会　労審発第645号（平成24年９月６日）

別添「今後の高年齢者雇用対策について」P3.
36　高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針

（平成24年厚生労働省告示第 560 号）指針第２の３関係。
37　高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改

正する法律附則第３項。

38　首相官邸（2018）「未来投資戦略2018」（平成30年６

月15日）具体的戦略P106．内閣官房（2019）「成長戦略
実行計画」P32.
39　内閣官房（2019）「成長戦略実行計画」P33.
40　内閣官房（2019）「成長戦略実行計画」P33.
41　大企業，中小企業約11,000社が回答。
42　2016（平成28）年９月設置。将来の経済成長に資す

る分野における投資を官民が連携して進め，未来への投

資の拡大に向けた成長戦略と構造改革の加速化を図るた

めの司令塔として開催された会議。内閣総理大臣を議長

とし，関係する国務大臣や有識者が参加。産業競争力会

議と未来投資に向けた官民対話を統合した会議体。2020

年10月９日に廃止され，成長戦略会議に引き継がれる。

43　令和２年法律第40号。

44　年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第40号，令和２年６月５日

公布）。

45　2023年４月施行。

46　この減額率の適用は2022年４月以降に60歳になる者。

この緩和により減額率は最大で24％となる見込。

47　厚生労働省（2020）「年金制度の機能強化のための

国民年金法等の一部を改正する法律の概要改正の要旨」

P5.
48　（同上）

49　（同上）

50　第138回労働政策審議会職業安定分科会（2020年１月

８日開催）「雇用保険部会報告資料」PP６～7.
51　首相官邸（2018）「未来投資戦略2018」（平成30年６

月15日）具体的戦略P105.，内閣官房（2019）「成長戦略
実行計画」P33.
52　従業員21人以上の企業232,059社からの報告。高年齢
者の雇用等に関する措置について，令和３年６月１日時

点での企業における実施状況等をまとめている。この集

計では，従業員21人～300人規模を「中小企業」，301人

以上規模を「大企業」と規定。

53　高齢・障害・求職者支援機構（2018）「定年延長，本

当のところ」図表３-２　1,840社の回答。
54　高齢・障害・求職者支援機構（2018）「定年延長，本

当のところ」図表３-10　P3.
55　総務省（2022）「令和３年　労働力調査年報」Ⅰ-B-第
７表。

56　総務省統計局（2022）「職業安定業務統計　一般職業

紹介状況　平成24年３月～令和４年６月　長期時系列表 

21 　職業別労働市場関係指標（実数）」。
57　日経コンサルティング（2021）2021年１月14日～21

日にかけて40歳～74歳を対象にインターネットにて調

査。回答2,368人。60歳 台72.8％，70歳台（74歳 まで）
0.5％。定年後就労経験者51.9％，定年後非就労者38.4％。
男性82.1％，女性17.9％。
58　高齢・障害・求職者支援機構（2019）「改訂版　定年

延長，本当のところ」図表３-31　P31.
59　高齢・障害・求職者支援機構（2019）「改訂版　定年

延長，本当のところ」図表４-４ P47.　複数回答で88.6％
の企業がモチベーションが向上したと回答。

60　労務行政研究所（2013）『65歳雇用時代の中・高年齢

層処遇の実務』

61　国立国会図書館（2019）「国家公務員の定年引上げを

めぐる議論」P９　『調査と情報-ISSUE BRIEF-』No.1059
　国立国会図書館調査及び考査局

62　国家公務員法等の一部を改正する法律（令和３年法

律第61号）。2023（令和５）年４月１日施行。2023（令

和５）年度から国家公務員の定年60歳（原則）が２年に

１歳ずつ段階的に引き上げられ，2031（令和13）年度に

定年65歳（原則）となる。

63　高齢・障害・求職者支援機構（2019）「改訂版　定年

延長，本当のところ」図表５，図表６　P3.
64　厚生労働省が毎年調査する「高年齢者雇用状況等報

告書」。

65　同上
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１．はじめに

今後，日本の総人口が減少していく中，高齢者，

特に75歳以上の高齢者の人口割合は増加していく１

と言われており，高齢化の進展に伴って，要介護高

齢者の増加や，要介護期間が長期化することなどが

予想され，介護ニーズは今後ますます増大していく

可能性が高い。一方，要介護高齢者を支えてきた家

族形態は，介護保険制度制定以降，大きく変化して

いる。核家族化により，介護の大部分を担ってきた

家族員が減少していることや，夫婦のみの高齢者世

帯の増加と高齢者の単身世帯の増加２がみられる。

それにより，介護が立ち行かなくなる状況や，介護

する家族の高齢化，加えて遠距離介護，単身赴任介

護などの状況がうまれている。さらには，ヤングケ

アラーとして近年注目されているように，18歳未

満の子供たちが，自覚のないまま介護を担っている

状況がある。

厚労省が2021年４月に公表した全国の中高生へ

の調査［厚生労働省 , 2022］３によると，中学生の約

17人に１人，高校生の約24人に１人が「世話をして

いる家族がいる」と回答している。公開されている

2020年学校基本統計［文部科学省 , 2022］では，中

学生人口約321万人，高校生約308万人であるため，

それぞれ約19万人，約13万人，合計約32万人の中高

校生が「世話をしている家族がいる」と推測される。

　同じく厚生労働省の介護保険事業状況報告［厚生

労働省 , 2022］によると，介護保険制度の介護認定

妻を介護する高齢夫介護者の介護実態と課題： 
支援に関する語りから 

Elderly Husbands Who Care for Their Wives: Thinking about how support should be based on the actual state 
of care and the contents of support

 長　澤　ゆかり 

要約

2000年の介護保険法制定以降，「介護の社会化」として家族内の介護を社会が支える仕組みへと変化した。

介護サービスは充実してきたが，家族介護者への支援は限定的で，介護者である家族の負担は継続している。

そのような中で高齢者を介護する男性介護者は３割以上に増加している。男性介護者の特性に関する様々な研

究がなされ，妻を介護する夫は，介護に熱心であるといわれているが，その理由や，本音にまで踏み込んだも

のは少ない。介護に慣れていない高齢夫介護者の介護に対する思いを尊重しながら支援する施策が必要と考え

る。そこで高齢夫介護者５名にインタビュー調査を行った語りを分析した。高齢夫介護者は，被介護者である

妻を大事に思い介護に熱心に取り組む気持ちがあるものの，時代にすりこまれた家族像に縛られて持つ義務感

から生まれる気持ちがあり，それによる介護負担感がある可能性があった。また，高齢夫介護者を介護開始早

期から支援するために医療機関と関係機関との連携強化，介護保険サービスであるデイサービスやショートス

テイの柔軟な対応の検討が必要であることが分かった。さらには，介護保険制度で提供される施設サービスの

利用方法に関する要望があり，今ある施設を有効に活用する方策の検討が必要であるとの示唆を得た。

キーワード

高齢夫介護者，男性介護者，介護への思い，介護実態，介護者支援，
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を受けている要介護者の総数は669万人（2019年12

月）であり，その数をもとに介護者の数を推計する。

2019年国民生活基礎調査 ［厚生労働省 , 2022］によ

ると高齢者を介護する同居の介護者は54.4%を占め

るため，介護者は約363万人と推計される。そのう

ち男性が占める割合は，35.0%で約127万人である。

さらに介護者の年齢別で見ると60歳以上４の割合が

72.4％であるため，92万人が高齢男性介護者である

と推計できる。

　介護者の続柄から見ると，介護者364万人のうち，

配偶者の割合は23.8％，約159万人となる。このう

ち男性の割合が35.0％，約56万人である。さらに60

歳以上の割合が72.4%であるため，高齢の夫介護者

の数は，計算上で約40万人と考えられる。要介護

者は介護保険認定者の数から算出しており，介護保

険を申請していない要介護者がいることを加味する

と，実際はこれの数より多いことが予測される。ヤ

ングケアラーの推計値と比較して，その多寡を簡単

に論じることはできないが，これだけの数の高齢男

性介護者が，妻や母を試行錯誤しながら介護してい

る現状がある。

介護保険制度制定の根幹には，「介護の社会化」

があり，介護者を「介護から解放する」ことであっ

たはずである ［増子 , 2010］が，介護サービスの供

給が不足し，介護の家族への封じ込めが起こり，「家

族の介護負担」を軽視しすぎたために介護施設への

流れを止められなかった ［増子 , 2010］現実がある。

実際に，どこまで介護者は介護から解放されている

のか明確な評価はない状況である。

　今後，ますます高齢化が進むことが予測されてお

り，要介護者の増加の可能性が言われている。一方，

人口構成や平均寿命の男女比，家族形態の変化，晩

婚化，独身者の増加など，人々の家族生活の変化が

今後の介護者の男女比や続柄の変化に関連するた

め，その変化を予測することは困難である。これら

の介護を取り巻く状況の変化を受けて，介護保険制

度は形を変えていく必要があると考えられる。介護

者に関連した問題としては，介護殺人や介護心中と

いった痛ましい事案が報告されており，そこに男性

介護者が関わる割合は６割５にのぼる。この事実は，

介護者支援が十分に行き届いていないことの裏返し

であり，間接的な介護者支援としての介護サービス

の在り方や，直接的な介護者支援の方策が不足して

いる可能性が考えられる。

1.1　なぜ高齢夫介護者に着目するのか

　例えば，現在65歳の人の生活史を遡ると1957年

生まれであり，終戦の1945年から高度経済成長期に

入る1950年代後半の出生となる。内閣府統計による

と当時の婚姻の平均年齢は1975年では男性27.0歳，

女性24.7歳，1979年では男性27.7歳女性25.2歳であ

るため，1980年前後に結婚したと推察できる。戦

時中から高度経済成長期に向かう時代に育てられた

世代であり，その親世代の生活を見てその生活様式

を学び，同様の生活を送る可能性が高い。その親世

代の生活は，夫は外に一歩出れば家庭を顧みること

なく仕事に邁進し，我が子の保育や教育，家事全般

を妻に任せて働く生活である。これは国家戦略とし

て男性が仕事に専念し，経済を回すことができるよ

うに性別役割分業をしていた６世代といえる。また，

世代間の年数を類推すると，1947（昭和22）～1949

（昭和24）年生まれの団塊の世代のジュニア世代が，

1971（昭和46）～1974（昭和49）年生まれであること

から，世代間は25年前後と考えられる。そのことか

ら，現在65歳の人の親世代は90歳代以上であること

が分かる。65歳以上の人々はみな，性別役割分業の

下で生活してきた世代といえる。そうした生活や考

え方が染みついている世代の男性にとって，介護者

としての役割を求められることは予想しなかったこ

とであり，その戸惑いは容易に推察できる。

　近年，家族規模は縮小傾向［岩上 , 鈴木 , 森 , 渡辺 , 

2010］で高齢の妻が要介護になった時には，夫が妻

の介護を担うことになり，予期せず介護者になった

夫を支援することは，今後ますます重要になると考

えられる。

1.2　先行研究の検討

　2000年に介護保険法が施行されたあとの先行研究

について，医中誌WebとCiNii Articles　の検索エン

ジンを用いて検索した。「高齢介護者」のwordsで検
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索した文献のうち，介護者と被介護者の関係や介護

負担，介護継続要因に着目して分析したものは，以

下のとおりであった。なお，介護保険制定後の研究

状況をみる目的のため，日本の文献に限定した。

　抽出された文献では，介護者の性別を限定せず分

析しているものが多く，介護者の性別の割合は，男

性が２～５割程度であった。その内容は，介護者の

負担要因としては，介護者側には持病や疾患に対す

る知識不足があること，介護実践によるものとし

て，社会資源活用拒否による介護負担の増加があ

る ［中村 , 2017］とされていた。長期療養者の介護

継続要因としては，安定した夫婦関係がある［田

島 , 谷山 , 山下 , 2021］ことや，介護負担軽減に結び

つくのは，家族サポート［中村 , 2017］や，専門職

への相談と自ら選択したサービスの利用によるこ

と ［田島 , 谷山 , 山下 , 2021］があげられており，被

介護者と介護者間に絆の再発見ができない場合や

家族との関係が介護者の孤立と関連している ［中

村 , 2017］ことが報告されている。家族との関係で

は，尺度を用いた社会的孤立に関する研究におい

て，介護者の性別による有意差はなく，家族の支援

への不満や家族以外との電話・メールの頻度の少な

さが社会的孤立と有意に関連している ［永井 , 東 , 宗

正 , 2017］ことが明らかにされている。また，介護

者の孤独感の予防は，相談できる専門職の存在や地

域活動への参加を促す支援が重要［永井 , 東 , 宗正 , 

2016］とされている。

　認知症の介護困難への対処様式としては，被介護

者と介護者間のそれまでの肯定的な人間関係や生活

史が関連する責任強化・自己統制・忍耐・正当化の

対処，自分の考えや要求を他者に表明する対処，問

題接近型と問題回避型の対処，介護を受容し自己管

理をする対処があった ［永井 , 小野 , 2007］。

　介護者の体調については，65歳以上の者の５

-６割が体の不調を，４割が心の不調を感じてお

り，３割前後が希死念慮を抱いていた ［町田 , 保坂 , 

2006］。また，介護犠牲感，介護による健康悪化感，

介護の継続困難感，介護負担感を感じているのはい

ずれも５割前後で，介護に関する仲間を希望するの

は５割前後 ［町田 , 保坂 , 2006］との結果があった。

　女性介護者に着目した研究では，妻である介護者

は，介護は大変で煩わしいと思うが，どうにかして

やりたい，病気を治してやりたいと考えている ［中

嶋 , 徳永 , 2001］としている。また，入院した夫に

対して，死への不安，回復への不安，先行きが見え

ない不安を感じ，夫と離れていることによる不安，

頼れる存在がいない不安，経済的不安，自分自身の

健康への不安を抱えており，生きがいの喪失にもつ

ながる［松江 , 久野 , 原 , 2009］としている。

　親子の介護関係に関する研究では，子どもである

介護者は，親に対する強い執着と，その執着を支え

る信念を持つ ［畠山 , 高瀬 , 結城 , 2010］という特徴

的なカテゴリーが抽出されている。

　専門職側から見た介護者への認識については，訪

問看護師と介護支援専門員（以下，ケアマネ）の立

場からの考えが明らかになっている。まず訪問看護

師は，孤立の可能性がある高齢介護者の特徴とし

て，高齢介護者の個人特性，高齢介護者と家族の情

緒的交流の欠如，社会参加の減少，不十分な介護支

援体制による孤独な介護，介護に伴うストレス反

応，社会関係を阻む生活環境があると認識している 

［永井 , 宗正 , 2017］ことが明らかになっている。一

方，ケアマネの認識として，孤立発見を阻害する介

護者に関連する要因として，自ら助けを求めない介

護者，地域住民の脆弱なサポート，顕在化していな

い介護者のカテゴリーが見いだされた ［堀井 , 永井 , 

2022］としている。

次に，男性介護者に関する研究について，「介護

保険」「高齢者介護」「老老介護」と「男性介護者」

をand検索し，夫介護者や夫婦関係に着目して検討

した結果は以下のとおりであった。まず，被介護者

の妻と介護者である夫の関係については，夫とし

ての責任感と妻への慈愛があり ［工藤 , 平川 , 岡田 , 

高 , 小池 , 2018］，夫婦の絆を確認できることが介護

継続にとって重要 ［小林 , 2009］［長澤 , 飯田 , 2008］

であり，夫婦の絆が結ばれ続けることを見守り，支

援することの必要性が報告されている。夫介護者は

介護体験によって夫婦の関係性の変化や変わりゆく

妻の姿に衝撃や戸惑いを感じ自分の役割の変化に抵

抗しもがき，妻の役割の変化を自ら引き受ける諦め
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を感じながら覚悟を決めていた ［石島 , ほか , 2015］

ことが報告されている。また，夫介護者に見られ

る特徴として「自分で何とかしようとする」 ［新舘 , 

2014］が，それは「自分の役割」として何とかし

なければならないという意思の表れと解釈されてい

る。さらに老老介護という現実に対峙し「最後まで

面倒をみる」という意思を持っている ［新舘 , 2014］

ことが明らかとなり，自らの身体的な衰えと介護生

活の継続との間で自分の意思を調整していく日々で

はないかと考察している。そして身体的な衰えから

来る負担感の軽減に配慮したサービスの構築が望ま

れる ［新舘 , 2014］としている。

健康面については，高齢の男性介護者は心身とも

に主観的な健康観が低く，睡眠やストレス知覚につ

いても問題を感じながら介護生活を送っている ［永

井 , ほか , 2011］，介護継続のために健康でいたいと

考えている ［小松 , 寺島 , 中村 , 深沢 , 2010］ ［一瀬 , 

2001］ことが明らかになっている。高齢の介護者に

対する支援については，肉体的負担を軽減するよう

な介入が必要 ［一瀬 , 2001］で，精神面への支援と

しては，男性には自己効力感にはたらきかけること

がうつ状態の予防につながる ［齋藤 , 鳩野 , 2019］と

されている。高齢である夫介護者の健康状態が悪化

する可能性を考え，地域住民の見守り体制の充実，

医療・保健・福祉の連携による予測的介入の必要性

を述べた研究 ［彦 , 鈴木 , 金川 , 石垣 , 大木 , 2012］が

あり，交流できる場づくりや社会との交流を促す働

きかけの必要性を挙げている。交流する場について

は，介護者同士の集まりの参加に躊躇し，抵抗が

あって出て行けない現状 ［小林 , 2009］や，高齢夫

介護者を介護者の会などの水平組織に繋げるため

に妻の状況にあわせて段階的に支援する必要性 ［高

橋 , 田口［袴田］, 河原 , 2020］が報告されている。

また，男性介護者は義務と責任感が強く介護へ

の理想が高い ［森泉 , 小林 , 川野 , 2009］ ［小松 , 寺島 , 

中村 , 深沢 , 2010］との報告があり，男性は介護に

「生きがい」ともいえる気持ちを持つものの，一方

で自分の人生とは別ものであり，やらされ仕事とい

う思いがある ［関根 小林 , 2010］ことや，副介護者

の平均人数が少ない ［小林 , 2009］［森泉 , 小林 , 川

野 , 2009］といった特徴があるとされている。加え

て，介護サービスの満足に関連して，男性介護者は

「政策への不満」「経済的負担」のカテゴリーが抽出

された ［中田 , 仲根 , 大槻 , 2018］と報告されている。

以上より，高齢の男性介護者に限らず，夫婦間の

介護では，夫婦間の良好な関係に基づく介護の成り

立ちの支援や，家族をはじめとした周囲からの適切

なサポートの必要性，介護者の加齢による身体的な

衰えへの不安を支えることが考えられている。ま

た，介護者が孤立する可能性は，男性に限らずある

ことが分かっているものの，その支援は被介護者介

護者以外の家族がいない場合や，周囲のサポートが

うまく入らないことによる難しさがあることが分

かっている。特に，男性介護者の場合には，その特

徴的な責任感からの抱え込みの状況があり，外に開

かれた介護とするために近隣との繋がりの支援や介

護者の会などの組織に繋げる支援の必要性が言われ

ている。これらは個人特性に対応した個々の状況へ

の対応の方向性を示すものは多いが，具体策の提案

は少なく，介護に関連した虐待や殺人を減少させる

には至っていない可能性が高い。さらに，具体策か

らその実現のために政策提言につなげることも必要

ではないかと考えられた。

1.3　研究目的

　介護に携わる高齢夫介護者を具体的に介護者とし

て位置づけ，支援を考えるという発想は介護保険制

度創設当初はなかった。そのため現在，介護者の３

分の１を占めている男性介護者に対する支援は，十

分に行われておらず，行われている支援も現状に

合っていない可能性がある。特に高齢の場合は自分

の心身の老化に向き合いながら介護をするという状

況であり，それに合わせた支援の検討が必要である。

また，先行研究で明らかにされている夫介護者の

被介護者の妻への思いは，妻の変化に葛藤しながら

も慈愛を持って介護するという部分が取り上げられ

る。しかし，その思いの辺縁はどうか，その気持ち

と介護への取り組みの関連はどうか疑問が残る。そ

のため，高齢の妻の介護に携さわる夫介護者の考え

を掘り下げ，そこから彼らが望む支援は何かを明ら
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かにし，介護保険制度に男性介護者が必要としてい

る支援を反映させる手がかりを得ることを本研究の

目的とする。

２．研究方法

2.1　調査期間

2020年10月から2021年３月である。

2.2　調査方法

高齢夫介護者を対象に，質問紙による半構成的面

接を行った。本研究の対象として，高齢夫介護者の

選定にあたり，男性介護者の会に参加しており，数

年の介護経験があって介護サービスを利用している

者，複数人に話を聞くこととした。介護者の会の責

任者に研究の趣旨を説明し，介護に対する気持ちを

語ってくれる対象者の推薦を受けた。介護者の会の

参加経験者を対象としたのは，自分の気持ちを第三

者に語った経験があることや，他の男性介護者の語

りを聞いた経験があることで，自分自身の介護を振

り返り，介護に関する思い整理し，言葉で表現する

ことができると考えたためである。その発言内容か

ら掘り下げて話を聞くことで，これまで語られてい

ない介護に対する考えの一端を引き出すことができ

ると考えた。こられの趣旨を受けて介護者の会から

推薦のあった５名を研究対象として面接調査を行っ

た。

2.3　面接方法及び時間

推薦を受けた対象者５名のうち４名は，ZOOM

を使用したWeb面接，１名は対面で面接した。面接

時間は，１名につき約45～70分であった。

2.4　調査内容

面接調査の内容は，被介護者の状況，介護期間，

被介護者への思い・介護に対する気持ち，介護者自

身の生活の充実感，サービス利用開始に至る経過，

介護サービス・支援に関する考え，介護者の会への

思いである。本稿では，夫介護者の被介護者への思

い・介護に対する気持ち，介護者自身の生活の充実

感，介護サービス・支援に関する考え，に着目し分

析した。

2.5　分析方法

音声データを逐語録に起こしKJ法を参考にして

内容分析を行った。①被介護者への思い・介護に対

する気持ち，②介護サービス・支援に関する考えの

文脈の箇所をセンテンス単位で取り出してコード化

し，意味内容の類似するものをサブカテゴリー化，

さらに抽象度のより高いカテゴリーを構成した。

2.6　倫理審査

本調査は，国際医療福祉大学倫理審査委員会の承

認を得た（承認番号19-Io-131,承認日2019年11月22

日）。

３．結果

3.1　協力者の概要

研究協力者である高齢夫介護者５名（表１）は，

70歳代後半で介護している妻もまた70歳代であっ

た。介護歴は，３年半から15年間の介護経験があっ

た。そして介護保険制度につながるきっかけは，主

治医や地区委員からの指示・助言，家族会・介護者

の会の情報，家族や知人からの情報であった。いず

れも介護開始直後のタイミングで制度につながって

おり，ケアマネからの情報や調整に助けられている

との発言があった。

3.2　妻を介護することへの思い

妻を介護することへの思いについて139コードか

ら13サブカテゴリーが得られ，さらに抽象度を上げ

て５カテゴリーが得られた（表２）。以下カテゴリー

は【　】，サブカテゴリーは〔　〕，生データは「　」

で示す。

【妻のために自分の健康にも配慮する】のカテゴ

リーは，〔良好な夫婦関係〕〔もっと介護を頑張りた

い〕〔介護は生きがい〕〔介護をするから自分の健康

が大事〕のサブカテゴリーで構成された。【妻中心

の生活】のカテゴリーは，〔寂しいから自分の視界
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に妻を置く〕〔妻に合わせた生活〕のサブカテゴリー

で構成された。【介護は家族が担うと考える世代】

のカテゴリーは，〔妻の介護は夫・家族としての義

務〕〔介護をするには大変な世代〕のサブカテゴリー

で構成された。【介護に感じる戸惑い】のカテゴリー

は，〔介護初期の間違った対応〕〔負の感情との戦い〕

〔高ぶる気持ちと付き合う対応の工夫〕のサブカテ

ゴリーで構成された。

【認知症介護をオープンにして工夫する】のカテ

ゴリーは，〔認知症の知識が必要〕〔認知症介護は

オープンが基本〕のサブカテゴリーで構成された。

3.2.1　【妻のために自分の健康にも配慮する】

　〔良好な夫婦関係〕では２人の結びつきが強く，

妻がただいるだけで安心だと思うという語りがあっ

た。〔もっと介護を頑張りたい〕や〔介護は生きが

い〕のサブカテゴリーが抽出されたように，「もっ

と（世話を）してやりたいけど（歳なので）できない」

「介護はほんとにもう，生きがいみたいなもん」「介

護が生活の張り合いの一つ」との語りがあった。〔介

護をするから自分の健康が大事〕のサブカテゴリー

では，「介護者の健康がうまくいったら90％は介護

は楽」「健康だったので困ることはあんまりなかっ

た」との語りがある一方で，「老老介護というのが

一番（心配なこと）」と介護者の自分が高齢である

ことを心配する気持ちが語られていた。

3.2.2　【妻中心の生活】

〔寂しいから自分の視界に妻を置く〕では，「家で

一人ぽつんとおったら寂しい」「どっかに預けりゃ

もうそれでいいやっていうことになったら寂しいだ

け」とひとりになる寂しさの表出があった。また，

〔妻に合わせた生活〕では，こんなはずじゃなかっ

たという気持ちがありながらも「面倒見る相手に対

してはもうあの，とことん親切に」「自分が楽しむ

ことは考えていなかった」と妻第一の気持ちが語ら

れている。

3.2.3　【介護は家族が担うと考える世代】

〔妻の介護は夫・家族としての義務〕では，自分

の妻なので最後まで面倒をみる覚悟であり，妻の世

話は必然だ，介護は基本は家族でするとの思いがあ

り，「生きてね，できるだけのことしてやろうかな，

せんといかんなと思って」といった自分に課された

義務と捉える語りや，「基本は家族だっていうのは

崩してもらいたくない」との考え方が語られた。一

方で「これはまあ仕方ないなぁと思いながらね，（介

護を）やってた」との語りがあった。そして，〔介

護をするには大変な世代〕では，「男性介護が一番

大変なのは今の（自分と同じ世代の）人たち」との

考えがあり，「施設に預けるタイミングまで家で辛

抱できるかが問題」や「最初から女房を大事にして

という気持ちではなかった」との語りがあった。

表１　協力者の概要

 出所：筆者作成
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表２　妻を介護することへの思い

カテゴリー サブカテゴリー コード（抜粋）

妻のために自分の
健康に配慮する

良好な夫婦関係

いつも２人でみんながうらやむほど仲が良かった
２人のむすび付きが強い
妻が調子よく過ごせるように考えていた

できるだけ優しくしてね、やらないかんなーと思って

妻がただいるだけで安心だと思う

妻が文句言ってとか嫌がるとかなかったから落ち着いた気持ちになれた

もっと介護を頑張りたい

頑張るつもりだがどのくらいできるか

もっと世話をしたいができない

まだ預けたくない

介護は生きがい

介護は自分の生きがい

介護がないと自分のバランス崩れる

介護が自分の張り合い

介護をするから自分の
健康が大事

介護者の健康が介護がうまくいく要素

介護のために自分の健康管理

１人なら健康に気を遣わない
自分が高齢だからこそ心配

妻を面倒見るための長生き

老老介護で体がどれだけうまくフォローできるか心配

妻中心の生活

寂しいから自分の視界に
妻を置く

全部社会でとなったら寂しい

一つは私の気持ちで、私が寂しい

近くで座って毎日見れれば、それに越したことないな、

妻に合わせた生活

本人の希望を尊重して相談できない

こんなはずじゃなかったという気持ち

生活習慣に組み込まれた

とことん親切に

介護が始まったら自分が楽しむことは考えていない

この年で妻と一緒に認知症の会の参加に悩んだが妻のためと割り切った

介護は家族が担う
と考える世代

妻の介護は夫・家族
としての義務

妻なので最後まで面倒見る覚悟

自分で看るのが当たり前と思う

妻の世話は自分の仕事だっていうそれは必然

介護は基本は家族でと思う

仕方ないなぁと思いながら介護をやってた

介護をするには大変
な世代

男性介護が一番大変なのは今の人たち

介護者の辛抱

最初は妻が大事という気持ちではない

介護に感じる
戸惑い

介護初期の
間違った対応

何事も初めてでたたいてみたり言葉荒くしゃべってみたり

（便が漏れたときは）カーっと来たんで荒っぽく扱ってしまう

あらっぽく対応してかわいそうなことをした

レビー小体認知症が分からず妻の幻聴の話しでけんかした

妻の幻聴の話しからたたいたりした

負の感情との戦い

介護の負担が大きくしんどかった

妻の異変は認めたくない

妻の介護で感じた人生のおわり

介護殺人心中の気持ち分かる

一線を越えてはまずいという感情

自分も羽を伸ばしたい

高ぶる気持ちと付き合う
対応の工夫

認知症の妻には言ってもダメなんだなと思いながら自分自身をなだめた

毎日（便が）漏れたんでは身も持たんから、防御策もいろいろ考えて対応した

気持ちを長く持って、すぐ怒らないとか、叩かないとか

怒らない、叩かない、ないない尽くしで、で深呼吸が一番

妻が怒りだしたらこっちがじっと耐えるしかないがそれが凄く辛い

カッカしたらトイレに逃げ込む

認知症介護を
オープンにして
工夫する

認知症の知識が必要

認知症を受け入れるまでにだいぶかかった

レビー小体認知症の知識がなかった

最初のうちの方が認知症の介護の対応は大変

認知症で本人に預けられる自覚がなくサポートは誰でもできるわけではない

認知症介護は 
オープンが基本

最初は介護はひっそりやるつもりだった

（マンション内で迷惑掛けるので）妻の認知症をオープンにした

オープンにするのは認知症介護の基本

近所の住民が心配して声を掛けてくれて打ち明けて良かったと思う

診断を受けて近隣に打ち明けるのに１～３年悩んだ
まわりに言えない人をどう救うか考えてほしい

 出所：筆者作成
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3.2.4　【妻の介護に感じる戸惑い】

〔介護初期の間違った対応〕〔負の感情との戦い〕

では，たたいたり荒っぽく扱ってしまったりした経

験が語られ，介護負担が大きくしんどかったとの語

りがあった。介護殺人や心中の気持ちが分かるが「自

分のイライラが過剰になっても最後の一線を越えて

はまずいという気持ちがあった」とも語られている。

〔高ぶる気持ちと付き合う対応の工夫〕では，深呼吸

したりその場を離れる対応をしたり，「認知症の妻に

は言ってもダメなんだなと思いながら自分自身をな

だめた」と耐える様子が分かる語りがあった。

3.2.5　【認知症介護をオープンにして工夫する】

〔認知症の知識が必要〕〔認知症介護はオープンが

基本〕では，認知症の知識が介護者としての夫には

なく，受け入れるまでに時間を要したこと，最初は

ひっそりと介護をしようとしていたが，居住地周辺

で妻の認知症症状がもたらす出来事でトラブルにな

り，オープンにしたことが語られた。それらの経験

から「認知症介護の基本はオープンにすること」と

の語りがあった。

3.3　介護サービス・支援に関する考え

介護サービス・支援に関する考えについて109

コードから18サブカテゴリーが得られ，さらに抽象

度を上げて５カテゴリーが得られた（表３）。以下

カテゴリーは【　】，サブカテゴリーは〔　〕，生デー

タは「　」で示す。

【初期対応の重要性】のカテゴリーは，〔相談との

繋がりが大事〕〔最初の対応に不満〕のサブカテゴ

リーで構成された。【問題解決につながる情報】の

カテゴリーは，〔経済的問題〕〔ケアマネの支援が必

要〕〔情報活用の希望〕〔支援に繋げたもの〕〔介護

者の会の効果〕〔介護方法を学びたい〕のサブカテ

ゴリーで構成された。【自分も支援に助けられる】

のカテゴリーは，〔求めたい周囲の応援〕〔自分のた

めに一緒にサービス利用〕〔介護者の会等への参加

の効果〕〔サービス利用がもたらす開放感〕のサブ

カテゴリーで構成された。【サービスに抱く感謝と

疑念】のカテゴリーは，〔助けられたデイサービス〕

〔ショートステイへの不満〕〔施設に対する複雑な思

い〕〔施設・支援に関する希望〕のサブカテゴリー

で構成された。【公的支援への要望】のカテゴリー

は，〔介護者の慰労方法〕〔介護者への公的応援の希

望〕のサブカテゴリーで構成された。

3.3.1　【初期の対応の重要性】

〔相談との繋がりが大事〕では，「（男性介護者は）

閉じこもりがちだが相談することは必要」と語られ

ている。だが，〔最初の対応に不満〕では，「病気や

相談窓口の情報が正しく伝わったらその後の自分の

対応が違っていた」としており，最初の対応が十分

ではなかったことが語られた。

3.3.2　【問題解決につながる情報】

〔経済的問題〕では，「経済的に余裕がなかったら

医療的にも支援はできない（そのあたりが不満）」

と常に経済的な問題がついて回ることが語られた。

〔ケアマネの支援が必要〕では，「相談を受けたい人

には（介護保険認定前でも）ケアマネが付いていろ

いろ相談にのってもらえるといい」との希望を語っ

ている。〔情報活用の希望〕〔支援に繋げたもの〕〔介

護者の会の効果〕では，情報を活用し，いろいろな

人とのつながりで相談機関や介護者の会につながる

可能性があり，そこから得られるものが多いことが

語られた。さらに〔介護方法を学びたい〕では最も

大変な排泄のケアを含めて介護方法について「実際

のやり方を見学とか研修で教えてもらったらいいか

なと」身につける方法を希望する語りがあった。

3.3.3　【自分も支援に助けられる】

〔求めたい周囲の応援〕では，最初は相談や援助

してくれる人がいなかったが，「社会生活を続けさ

せるためには，そのー，自分だけじゃなしに，周囲

の人たちの応援が必要」と語っている。それに対し，

〔自分のために一緒にサービス利用〕では「妻と一

緒にデイに参加して非常に楽しくて，発散できる」

経験の語りがあった。また，〔介護者の会等への参

加の効果〕〔サービス利用がもたらす開放感〕では，

「介護者の会に参加して自分より大変な人がいると
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表３　介護サービス・支援に対する思いと要望

カテゴリー サブカテゴリー コード（抜粋）

初期対応の
重要性

相談との繋がりが
大事

閉じこもりがちだが相談することは必要

いろんな人に相談に乗ってもらってということが大事

最初の対応に不満
認知症の見通しを教えてほしかった

病気や相談窓口の情報が正しく伝わったら自分の対応が違っていた

問題解決に 
つながる情報

経済的問題

毎日預けるのは金銭的に無理

お金の問題、余裕はない

経済的に余裕がなかったら医療的にも支援はできない

ケアマネの 
支援が必要

相談受けたい人にはケアマネに相談にのってもらえるといい

自分もケアマネに助けられた

最初のとっかかりが大事で、特にケアマネの支援がいい

ケアマネでもうまくいかないこともある

ケアマネ、介護士の質を上げてほしい

情報活用の希望 情報が出ていて助かる

支援に繋げたもの

たまたま会った知人に相談して道が開けた

友人からの紹介で入った介護の会が参考になる

役所の人に妻に合ったサービスを紹介してもらった

介護者の会の効果
会の参加が自分のためにもなる

同じ立場の人と話せて良かった

介護方法を学びたい

（服を）はかせたりひとのはなかなかできない

排便が漏れたときの対応が一番大変だった

実際のやり方を見学とか研修で教えてもらったらいい

先輩からいろいろ聞いて参考に家内に対する行動をとった

妻の車椅子生活のフォローのために介護の会に参加

（会の中で）病気の概要や対策の勉強会として行ってほしい

自分も支援に 
助けられる

求めたい周囲の応援

介護継続には周囲の応援が必要

地域では面倒見切れない

最初は相談する人がいなかった

たまたま会った知人に相談して道が開けた

自分のために一緒に
サービス利用 妻と一緒にサービスを利用した

介護者の会等への
参加の効果

会に参加して本人と別に過ごして気持ちが収まる

苦労は自分だけではないと思いたい

サービス利用が
もたらす開放感

（妻がデイで長い時間過ごすので）自分１人の時間が確保できたのは良かった
会の参加で気分転換

サービスを利用で自分の時間が取れた

サービスに抱く 
感謝と疑念

助けられた
デイサービス

妻の言っていたデイは夕食も食べさせてくれてそれが凄く助かった

デイには介護のプロがいるから安心

デイはショートと違って夜は連れて帰るしかない

ショートステイへの
不満

夜寝るときに預けるという意識でショートを利用する

ショートがロングとして利用されてショートが自由に使えない

デイとショートを合体させてほしい

施設に対する
複雑な思い

最初のうちは施設の対策を当てにしていなかった

施設で十分に本人の気持ちに寄り添った介護になってるか

施設で夜間の世話をしてくれるのはいい

施設に預けたら一番安心と思う

施設も少しは増えたんでしょうけども追いつかない

介護度ではなく、家族構成などで入れるような施設がないと

軽い人でもなんかの時には利用できる施設が増えると安心

施設・支援に関する
希望

最初に施設でじっくり関わってアドバイスもらいたい

介護者も一緒に気軽に寝泊まりできる施設がいい

施設に預けるタイミングまで家で辛抱できるかが問題

難病の医療と介護の支援を統一してほしい

介護保険を手厚くしてほしい

先生も大変で、ほんとそんないちいち対応はできんだろうから

公的支援への 
要望

介護者の慰労方法

民間で悩みを聞いたり季節の行事をやって楽しんだりした

ボランティアで応援するアイディア

（介護者の３分の１は男性と言っても）10人の集まりに男性は２人くらい

介護者への公的
応援の希望

（介護者を応援することは）あればそれに越したことはない

困っている介護者を公的に応援してもらったというのはあまりない

シングル介護はサポートを探すのが大変

介護者支援は必要と思う

閉じこもる男性介護者も一生懸命で明るく介護できる支援がいる

行政（にいる介護）の専門家にアドバイスを受ける

 出所：筆者作成
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自分自身を慰めた」や，「（妻がデイで長い時間過ご

すので）自分１人の時間が確保できたのは良かっ

た」など，介護者として自分らしく過ごすための支

援の利用に関することが語られていた。

3.3.4　【サービスに抱く感謝と疑念】

〔助けられたデイサービス〕〔ショートステイへ

の不満〕では，デイサービスを高く評価する一方

で，ショートステイに関しては，不満が語られてい

る。そして，〔施設に対する複雑な思い〕では，施

設に託すのが安心と感じながらも施設を信用しきれ

ずに「施設に預けてそこまで十分に本人の気持ちに

寄り添ったその，介護になってるかどうか」と語っ

ている。施設の数の不足を指摘し，「介護度ではな

く，家族構成などで入れるような施設がないと」や

「軽い人でも，なんかの時には利用できるような施

設がもっとできてくれると安心して利用できる」の

ように柔軟に利用できる施設を望む語りがある。さ

らには〔施設・支援に関する希望〕として「（初期

に）施設に預けて，十分その人の状況を見ながら，

いろんなアドバイスしてもらうのは非常に良くて」

や「介護者も一緒に気軽に寝泊まりできる施設がい

い」といった希望が表出されている。

3.3.5　【公的支援への要望】

〔介護者の慰労方法〕〔介護者への公的応援の希

望〕では，自主的な活動が多く，公的な支援はあま

りないとして「閉じこもっている男性介護者も一生

懸命やっているので明るく介護できるような支援が

いる」と語られている。

４．考察

4.1　妻への思いと介護を生きがいと感じる深層

　高齢夫介護者の語りから，被介護者である妻を大

事に思い介護に熱心に取り組む気持ちがあった。一

方で，時代にすりこまれた家族像に縛られて持つ義

務感から生まれる介護に対する気持ちによって，知

らず知らずのうちに抱える介護負担感があり，その

気持ちを支えることが必要であると考えられた。

「（妻には）できるだけ優しく」「妻が調子よく過ご

せるように」「介護は自分の生きがい」，妻に合わせ

て「とことん親切に（する）」という語りからも，常

に妻を優先させて介護に取り組む夫の姿が浮かぶ。

先行研究においても，夫は妻を大事に思い熱心に介

護する特徴が多く報告 ［市森 , ほか , 2003］ ［石島 , ほ

か , 2015］ ［長澤 , 山村 , 岩清水 , 2017］されており，

本研究においても同様の結果が得られた。一方で，

【介護は家族が担うと考える世代】にあるように，〔妻

の介護は夫・家族の義務〕であり「仕方ないなあと

思いながらの介護」「妻の介護は自分の仕事として必

然」や「最初は妻が大事という気持ちではない」と

の語りがあるように，介護は家族がみてあたりまえ

と考える時代に育ち，親がその親の代を介護する様

子を見て育った夫たちが，時代にすり込まれた家族

像に縛られている，ということも考えられる。家族

が多世代で一緒に暮らす大きな家族の時代には，こ

の考えで成り立っていた家族介護は，核家族化が進

み，介護者をサポートする家族がいない小さな家族

の時代においては ,１人の介護者に負担が集中し，そ

の負担が増している可能性が考えられるため，負担

軽減の支援をより充実させる必要がある。

　また，「妻がそばにいるだけで安心」という語り

は，夫が自分の気持ちの安寧のためにそばにいてほ

しいという気持ちであるといえる。〔寂しいから自

分の視界に妻を置く〕の「私が寂しい」「全部社会

で（介護する）となったら寂しい」との語りからも，

妻がいつも家にいて，自分のそばにいる生活が当た

り前だった夫にとっては，介護が必要な状態だった

としても妻にそばにいてほしいという気持ちの表れ

であると考えられる。高齢妻介護者を対象とした研

究 ［松江 , 久野 , 原 , 2009］においては，夫と離れて

いることによる不安と，頼れる存在がいない不安が

あると語られており，この世代の夫婦関係を象徴し

ていると考えられる。妻介護者の抱く気持ちは，一

家の支えである夫不在の不安であり自分自身の寂し

さとは異なる印象がある。一方，夫介護者はこれま

で当然のように自分のそばに寄り添っていた妻の変

化による寂しさであり，自分自身の寂しさが語られ

ている。日本における夫婦の伴侶性は，行動次元で
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捉えるよりも情緒次元で把握するほうがより妥当で

あろう ［森岡 望月 , 1997］とされており，ともに行

動することは多くなくても情緒的につながっている

といえる。本研究の協力者の場合も，現役時代は家

のことは妻に任せきりで行動をともにしていたわけ

ではないが，特に夫側が情緒的なつながりをよりど

ころとしており，介護が必要になった現在でもその

つながりによって夫婦間の関係性が継続し介護する

気持ちが生まれている。

介護殺人の当事者の語り ［毎日新聞大阪社会部取

材班 , 2016］でも，同様に「病気で暴れるにしても

妻がいないと，寂しさがじわっと湧いてくる」とい

う気持ちが表出されている。妻がいないと寂しく，

妻にはそばにいてほしいので自分で介護する，とい

うその気持ちを尊重しながら，できるだけ負担が少

ない状態で夫が自分で妻を介護できるよう支えるこ

とが必要であり，そのための具体的な制度改正の検

討が必要である。

4.2　介護サービス・支援に対する要望

高齢夫介護者の支援の要望に関する語りから，医

療機関との連携強化と公的サービスの柔軟な対応の

検討の必要性が示唆された。

まず，高齢夫介護者は妻との精神的な繋がりを基

盤に妻を介護しようという気持ちはあるが，認知症

の症状のある妻，あるいは，身の回りのことさえで

きず人の手を借りる必要のある妻を，病気の知識や

介護技術の習得が不足している夫が１人で介護する

のは非常に負担であり，支援を必要としている。本

研究協力者は，妻が認知症になったときに，変わっ

ていく妻を認めたくない思いと，対応の仕方の知識

不足から，最初はたたいたり声を荒げたりして〔介

護初期の間違った対応〕をしていた。そのため介護

開始初期には，認知症に対する知識，今後の見通し

と，相談窓口などの情報が欲しかったと語ってい

る。それらの情報があれば自分の対応も違っていた

はずと考えており，最初の対応がいかに重要である

かが分かる。さらに，「介護殺人や心中する気持ち

が分かる」と気持ちに共感しており，その負担感や

絶望感の深淵が推察されることから，早い段階での

介入が重要である。

先行研究による男性介護者の特徴としては，介護

を一人で抱え込む，孤立する特徴が言われている 

［石橋 文枝 , 2002］［小林 , 2009］［彦 , 鈴木 , 金川 , 石

垣 , 大木 , 2012］。さらに，本研究と同様に夫介護者

には介護に関する各種情報のニーズが多い［彦 , 鈴

木 , 金川 , 石垣 , 大木 , 2012］ことが報告されており，

介護開始から早い段階でどのように相談機関につな

げるか，情報を適宜提供するかの工夫が必要であ

る。また，単に相談にのるだけではなく，専門職に

よる実技を伝える場も必要であるとの考えが本研究

協力者の夫介護者から表現されている。これは，す

でに自治体や介護の会主催で行われている介護教室

等があるが，その教室をタイムリーに開催する必要

があることや，加えて，いかに早い時期に夫をその

教室につなげるかが重要であり，そのための方策の

検討が必要となる。例えば，医師にじっくり話しを

聞いてほしくても「先生もいちいち対応できんだろ

うから」との語りからは，医療機関で介護者一人ひ

とりにじっくり関わるのは難しい可能性が高いこと

が考えられる。医療機関でじっくり話しを聞いても

らう代わりに，相談の必要な人を医療機関から相談

機関につなぐ役割を担ってもらうためのシステム化

を進めるなどである。

　また，夫介護者はデイサービスについては非常に

評価しており，自分の時間の確保のためにも非常に

有用であるとしている。一方でショートステイにつ

いては，利用しづらいことや，ただ預かるだけでな

くデイサービスとの合体を提案しており，ショート

ステイにおいてもデイサービスのようなレクリエー

ションなどの実施を望んでいる。先行研究７におい

ても緊急時のショートステイでの預かり，ショート

ステイ実施施設の増設，ショートステイでのデイ

サービスと同様のプログラム実施への希望があるこ

とが，報告されている ［松村 , 2014］。介護保険サー

ビスのショートステイは，家族のレスパイトのため

に利用され，介護に慣れない介護者が休息を取るた

めの方策 ［高見 , 2008］の一つとして重要であると

されており，その利用のしやすさやサービスの質を

確保することが必要である。ヨーロッパにおける研
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究 ［Wagner, 2018］において，長期的なケアシステ

ムの利用と配偶者介護者の幸福との関連性が言われ

ており，“地方自治体は増え続ける非公式介護者及

び受給者の健康的な高齢化のための条件に積極的に

影響を与えることができる”としている。日本にお

いても介護保険サービス内容の検討やショートステ

イとデイサービスとの併用の可能性などを検討し，

介護者，被介護者が利用しやすい介護保険サービス

の提供につとめ，介護者支援に寄与することが必要

である。

4.3　介護保険制度の改善を目指して

研究協力者である夫介護者の語りにおいて，介護

保険で提供される施設サービスの利用方法に関する

複数の要望が出されており，今ある施設を有効に活

用する方策の検討が必要であることが分かった。

「（介護保険につながっていなくても）ケアマネに

相談ができるといい」や「（最初に）施設でじっく

り関わってアドバイスをもらいたい」など介護保険

の利用に関わらず，専門職が最初に集中して関わる

システムの構築が必要と考えられる。加えて「介護

度だけでなく家族構成などで入れるような施設」を

検討することや「（介護度が）軽い人でもなんかの

ときに利用できる施設」のように柔軟に被介護者を

一時的に受け入れる対応ができるような施設を作る

など，介護保険制度におけるサービス利用において

柔軟な対応を求める内容があることが分かった。こ

のほかにもヘルパー利用の制限の緩和や所得制限に

よるサービス利用制限の緩和，福祉用具の利用に関

する要望 ［松村 , 2014］など，制度に関する要望は

多くみられる。全ての要望に添って制度を改正する

には限界があるため，要望の多さと介護者の負担の

大きさを見極め，今ある施設を有効に活用する方策

の検討が必要である。

提案できる内容としては，介護開始時に介護に慣

れるために一時的に夫婦一緒に施設に入所して専門

職のアセスメントをもとにした介護技術指導を受け

たり，生活プランを設計したりすることにより，自

宅での介護に向けた準備をして在宅介護に移行する

という方法である。あるいは，介護者が介護に慣れ

ることができるように，介護申請前後に在宅のまま

集中的にケアマネ，保健師，ヘルパー，介護福祉士，

理学療法士などの専門職が関わる方策ができるので

はないかということである。いずれにしても，介護

開始時の高齢夫介護者の介護技術不足や認知症など

の疾患に関する知識不足を補う方策が必要であり，

そのことは，介護者の性別年齢を問わず，その後の

よりよい介護生活に結びつくものと考えられる。

先に述べた「介護保険認定前のケアマネへの相

談」については，地域包括支援センター等の公的窓

口ですでに行われていることであるが，高齢夫介護

者が相談体制について正確に理解しているわけでは

ないことが伺われる。すでに介護を行っている介護

者でも，直接関わりのないサービス部分には関心が

薄いことが推察され，介護に関わっていない者の介

護への関心のなさにも通ずるものと思われる。地域

住民が「介護はいずれ我が身」との認識を持ち，被

介護者あるいは介護者になる予見を持って生活する

など，地域住民全体に介護の意識を広げる方策の検

討が必要である。地域住民全体にそのような考えが

広がることは，介護者を支える人を育てることに繋

がり ［高見 , 2008］，また，被介護者を支える地域づ

くりへとつながって行くことが考えられた。

また，介護者の慰労に関する方策についても公的

に支えてほしいとの要望があった。現在，介護者支

援は介護保険制度の地域支援事業の任意事業として

家族介護者支援を行うように決められているが，任

意事業のため市町村独自の考えに任されており，実

情に合った支援が実施されているか詳細の公的評価

は出されていない。そのため任意事業としてのあり

方を検討することが必要である。2020年に埼玉県

において国内初の埼玉県ケアラー支援条例が制定さ

れ，ケアラー（介護者）支援の方針や自治体，住民

等の責務が明示されて具体的な支援策が進められて

いるところである。しかし，全国的な広がりにはつ

ながっておらず，介護保険における任意事業の位置

づけのまま，市町村の考えに委ねられている。今後

は介護者を支援する法律の制定を目指すことも視野

に入れて介護者支援を検討していく必要性が示唆さ

れた。



31妻を介護する高齢夫介護者の介護実態と課題

５．結語

　高齢の夫介護者の語りから，高齢の妻の介護に取

り組む姿勢には，長年連れ添った妻と離れることの

寂しさと同時に，時代にすりこまれた家族介護への

義務感が影響しており，その気持ちを尊重・理解し

ながら介護生活を支援する必要性が明らかになっ

た。また，介護開始直後には夫介護者の疾患や介護

に対する知識不足から間違った対応になることが

あった。介護開始時に集中的に支援する方策を検討

する必要性があり，その仕組みづくりを検討してい

くことが求められる。また，介護保険サービスや介

護施設活用の柔軟な対応への要望が多く語られたこ

とから，今あるサービスや施設を最大限に活用し，

介護者支援にもつながる新たな取り組みとしての方

策の提案に繋げていく方向性が示唆された。
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注

１　国立社会保障・人口問題研究所発表の平成29年推計

では，総人口は，平成27（2015）年国勢調査による １ 
億2709万人から平成77（2065）年には8,808万人と推計（出
生中位・死亡中位推計，以下同様）。老年人口割合（高

齢化率）は，平成27（2015）年の26.6%から平成77（2065）
年には38.4%へと上昇と推計。
２　2019年国民生活基礎調査によると65歳以上の者のい

る世帯は2558万４千世帯（全世帯の49.4％）で，全世帯
に占める割合は，1995年の31.1％から増加している。世
帯構造をみると，「夫婦のみの世帯」が 827万世帯で最
も多く，65歳以上の者のいる世帯の中に占める割合は，

1995年の24.2％から32.3％へと増加している。
３　2020年度に学校に対して行った調査では，ヤングケ

アラーの定義に該当する学生がいると回答したのは中学

校46.6％，全日制高校で49.8％，定時制高校で70.4％，通
信制高校で60.0％であった。
４　国民生活基礎調査では65歳以上の数値は明らかにさ

れていないため，ここでは，60歳以上を高齢者として計

算している。

５　「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果

（厚生労働省）では，養護者（高齢者の世話をしている

家族，親族，同居人等）による虐待判断件数は，2019年

度は16,928件，2006年度は12,569件であった。それに関
わる虐待者は，2019年度は息子40.2％，夫21.3％。2006
年度は息子38.5％，夫14.7％であった。
６　日本では性別によって期待される役割が異なり，男

性には働いて「家族」を経済的に支える役割，女性には

家事や育児，介護といった「家族」の面倒をみる役割が

求められる傾向が強い。戦後の経済成長を促す戦略とし

て社会保障制度の男女格差などにも影響している。 ［岩
間, 大和, 田間, 2015］
７　東京都内の介護者93名の介護者を分析対象とした調

査で，対象者の性別は女性78.5％，男性21.5％である。『介
護に関して困ったことや要望』に関する自由記述につい

て分析している。
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